
事業番号 - - -

（ ）

- - - ▲ 32

13.3 7 - -

182 32 17 - -

目標値 人 240 240 240

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 4年度活動見込

地域力創造に関する施策説明会等の開催経費
／開催回数

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度

地域づくり人材の育成

全国地域づくり人財塾修了
者数
※令和２及び３年度につい
ては新型コロナ感染症の影
響により全３回のうち２回が
中止

成果実績 人

- -

達成度 ％ 75.8

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

地域の先進的な取組を全
国に紹介を行う

地域力創造に関する施策
説明会等の開催回数

活動実績 回 13

計算式 百万円/回 2.9/13 0.6/10 0.9/12 -

単位当たり
コスト 百万円 0.2 0.1 0.1 -

-

活動内容
（アクティビ

ティ）

有識者等外部の提言や地方公共団体の意見を取り入れつつ、地域力創造施策を進めるとともに、地域の先進的な取組を全国に紹介を行う。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位

地方振興対策調査費 ▲ 32

令和４年度第２次
補正予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算目
令和４年度

第２次補正予算

10 12 - -

当初見込み 回 13 13 13 -

令和元年度

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

48% 39% 53%

執行率（％） 48% 39% 53%

執行額 59 47 63

計 ▲ 32

主な増減理由

予算
の状
況

当初予算 124 120 119 101

令和４年度
第２次補正予算

計 124 120 119 69

予備費等 - - -

翌年度へ繰越し - - -

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

有識者等外部の提言や地方公共団体の意見を取り入れつつ、地域力創造施策を進めるとともに、地域の先進的な取組を全国に紹介している。また、地域に
おける外部人材の活用を支援するとともに、人材力活性化施策の推進、地域間の連携交流の推進、地域の国際交流・協力の推進、地域の多文化共生の推
進などにより、今後の地域力創造の展開を図る。

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

人口減少社会の到来、地方分権改革の進展、地域の国際化など、地域をとりまく環境の変化を踏まえ、地方公共団体・住民・企業等の協働により「地域力」を
高めていくとともに、各地域における人材力活性化を支援することなどにより、一層の地域活性化を進める。

行政課総務室（地域政策課）
室長　穂積　直樹
(課長　西中　隆）

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
総務省設置法第４条第１９号から２１号

関係する
計画、通知等

▲ 32

前年度から繰越し - - -

事業名
地域振興に必要な経費
（「地域経済循環の創造」の推進に要する経費、過疎地域振
興対策に要する経費、定住自立圏構想推進費等除く。）

担当部局庁 自治行政局 作成責任者

事業開始年度 不明
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 総務 21 0012

令和4年度第２次補正予算行政事業レビューシート 総務省



少子高齢化・人口減少社会が到来する中、厳しい財政制約
の下では、地方公共団体、市民、ＮＰＯ等の協働・連携により
地域力を高める取組が必要とされている。地域振興、地方分
権改革、地域の国際化の推進、多文化共生の推進といった
地域力を高める取組は国が責任を持って主導すべき事業で
ある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

少子高齢化・人口減少社会が到来する中、厳しい財政制約
の下では、地方公共団体、市民、ＮＰＯ等の協働・連携により
地域力を高める取組が必要とされている。地域振興、地方分
権改革、地域の国際化の推進、多文化共生の推進といった
地域力を高める取組は優先度の高い事業である。

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

少子高齢化・人口減少社会が到来する中、厳しい財政制約
の下では、地方公共団体、市民、ＮＰＯ等の協働・連携により
地域力を高める取組が必要とされている。地域振興、地方分
権改革、地域の国際化の推進、多文化共生の推進といった
地域力を高める取組は広く国民のニーズがある。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

新
経
済
・
財
政
再
生

計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
1

取組
事項

分野： -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

-

該当箇所 -

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と

の
関
係

政
策
評
価

政策 Ⅱ．地方行財政

施策 2.地域振興（地域力創造）

政策評価書
URL

https://www.soumu.go.jp/main_content/000706611.pdf

該当箇所

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国際室集計値

- - - -

5,761 - - - -

目標値 人 5,528 - -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 4年度活動見込

／

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度

前年を超えるJETプログラ
ム招致人数の確保

JETプログラム招致人数
※新型コロナウィルス感染
症の影響により、当初、令
和２年度に来日予定であっ
た者の一部の来日が令和
３年度以降に先延ばしにな
る等、令和２年度の参加者
数に係るデータが現時点で
ない

成果実績 人

- -

達成度 ％ 104.2

活動実績 - -

計算式 　　/ - - - -

単位当たり
コスト - - - - -

-

- - - -

当初見込み - - - - -

令和元年度 令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

活動内容
（アクティビ

ティ）

地域における外部人材の活用を支援するとともに、地域の国際交流・協力の推進、地域の多文化共生の推進を図る。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
人材力活性化・連携交流室集計値



-

令和3年度 総務 0012

令和2年度 総務省 0013

平成30年度 0014

令和元年度 総務省 0014

平成28年度 0010

平成29年度 0011

平成26年度 0011

平成27年度 0010

平成24年度 0021

平成25年度 0013

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 0020

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

全国地域づくり人材塾により地域づくり人材の育成が行えて
いる。また、JETプログラム誘致により外国語教育の充実と
地域レベルの国際交流の進展を図るための人材育成が行
えている。引き続き全国地域づくり人材塾修了者数・JETプロ
グラム招致人数の増加を図っていく。

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

事業番号 事業名

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

全国地域づくり人材塾により地域づくり人材の育成が行えて
いる。また、JETプログラム誘致により外国語教育の充実と
地域レベルの国際交流の進展を図るための人材育成が行
えている。引き続き全国地域づくり人材塾修了者数・JETプロ
グラム招致人数の増加を図っていく。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 見込どおりの活動実績となっている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
使途については、本事業を遂行する上で、必要なもののみと
している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○
経費支出については使途の必要性などに十分配慮し、適切
な予算執行に当たっているが、事業の実施数が少なかった

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○ 事業目的に即し、真に必要なコスト水準になっている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。 ‐事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

調査研究に要する経費、印刷製本費等について、多額の場
合は、一般競争入札を行い、少額のものについても複数者
から見積をとるようにして、競争性を確保している。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
印刷発注においては、前年度実績等を踏まえ、必要部数の
みの発注に努めた。



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

計 16.2 計 0

支出額が100万未満の者である。 -

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費
自治行政局の増員に伴うレイアウト変更作
業の請負

8.5 職員旅費 支出額が100万未満の者である。 -

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A. B.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

消耗品費 物品等の購入 1 諸謝金 支出額が100万未満の者である。 -

備品費
自治行政局の増員に伴うレイアウト変更に
伴う必要物品の購入

6.7 委員等旅費

B.職員等

６百万円

（職員旅費、委員等旅費、諸謝金）

A.民間事業者等

５７百万円

（請負、印刷発注、会場借料、消耗品購入）

総務省

６３百万円

【一般競争契約（最低価格）等】



支出先上位１０者リスト

A.

10 山口県 2000020350001
ロシアとの自治体間交流の
促進事業

3
随意契約
（公募）

9 北海道 7000020010006
ロシアとの自治体間交流の
促進事業

3
随意契約
（公募）

70.9％

8 宮城県 8000020040002
ロシアとの自治体間交流の
促進事業

3
随意契約
（公募）

1 100％

7
株式会社オー・エム・
シー

1020001106561
全国市町村長サミット２０２
１運営業務

4
一般競争契約
（最低価格）

5

6
株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ経営研究
所

1010001143390
「多文化共生事例集」（令和
３年度版）の作成～調査事
業の請負

4.7
一般競争契約
（総合評価）

5 神戸市 9000020281000
ロシアとの自治体間交流の
促進事業

5
随意契約
（公募）

75.8％

4
水戸事務用品株式
会社

4010001030396
自治行政局の増員に伴うレ
イアウト変更に伴う必要物
品の購入

6.7
一般競争契約
（最低価格）

2 95.4％

3 95.1％

3
株式会社日本経済
研究所

6010001032853

人口20万人未満の市区町
村における ＰＰＰ／ＰＦＩ導
入に関する調査研究の請
負

7.4
一般競争契約
（総合評価）

2

2
株式会社価値総合
研究所

3010401037091
令和３年度「全国地域づくり
人財塾」の運営業務の請負

7.7
一般競争契約
（総合評価）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
水戸事務用品株式
会社

4010001030396
自治行政局の増員に伴うレ
イアウト変更作業の請負

8.5
一般競争契約
（最低価格）

2 95.4％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率


	補正予算レビューシート

